様式第１号（第３条第２項関係）
大学発ベンチャー企業申請書
年　　月　　日

大阪公立大学　学長　様
（申請者：企業代表者）

商　号　

所在地　

代表者　職名・氏名
　大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第３条第２項の規定により、下記のとおり大阪公立大学発ベンチャー企業の申請をします。

　なお、申請にあたっては、大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程及びその他関係規程等を遵守することを誓約します。
記
1． 企業名・所在地・代表者名
2． 役員氏名及び区分（公立大学法人大阪の教職員等が兼業している場合はその旨記載）
3． 連絡先（電話番号及びE-mail）
4． 事業開始日・設立日
5． ベンチャーの形態・内容（業種）
６．ベンチャーの業種・事業の概要及び事業化しようとする研究成果の概要
７．提出書類
□　商業・法人登記簿謄本等の写し　　　□　会社概要（様式は問わず）
□　認定事前チェックリスト　　　　　　□　その他

※提出書類のうち、商業・法人登記簿謄本等の写し及び会社概要は、提出が必須。

なお、個人事業所の場合は、事業を開始した日が確認できる書類（所得税法第２２９条に基づき、税務署
長に提出された「開業の届け出」（税務署受付印のあるもの）の写しを提出すること。
※該当する項目に☑をすること。

※登記面住所と実質本社の所在地が相違する場合、申請書の「所在地又は住所」の欄には実質本社の所在地
を記載のこと。
大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第７条第１項及び第２項に定めるとおり、ベンチャー企業が負う法的責任及び損害に関して、本学はいかなる法的責任及び賠償義務も負いません。
様式第２号（第３条第４項関係）
認定審査結果・称号付与通知書

年　　月　　日

 　
企業名
役職名・代表者名    様 
大 阪 公 立 大 学

学 長  

（ 公 印 省 略 ） 

 　〇年〇月〇日付けで提出のありました申請書について、大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第３条第４項の規定により、次のとおり通知します。 

記   
大阪公立大学は貴社を大阪公立大学発ベンチャー企業として
　□認定し称号を付与する。    
カテゴリ　　：
□認定しない。
以上
様式第３号（第８条第３項関係）
大学発ベンチャー企業 便宜措置申請書　
年　　月　　日

大　阪　公　立　大　学

学　長　　　様

（申請者：企業代表者）

商　号　

所在地　

代表者　職名・氏名
連絡先（電　話）

（E-mail）

大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第８条第３項に規定する下記の便宜措置を図ってくださるようお願いします。

記

希望する便宜措置　※該当する項目に☑をすること（それぞれの項目にて複数選択可）
· 大阪公立大学の管理するインキュベータ等施設に入居している場合、入居期間中のみ、登記面住所該当施設内とすること
· 大阪公立大学主催のイベント、ホームページ等により本学発ベンチャーの事業内容に関する紹介を行うこと
· 知的財産権のライセンス等の対価の全部又は一部を新株予約権とすること
（本学が保有する知的財産権又は研究成果等について実施許諾を受けているもので、事前承認を
受けている企業に限る）
· その他、学長が必要と認めること

（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

以上
様式第４号（第８条第４項関係）
便宜措置結果通知書
年　　月　　日 

企業名
役職名・代表者名  様 

大 阪 公 立 大 学

学 長  

（ 公 印 省 略 ） 

 　〇年〇月〇日付けで提出のありました大阪公立大学発ベンチャー企業便宜措置申請書について、大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第８条第４項の規定により、次のとおり通知します。 

 記  
□ 次に掲げる便宜措置を講ずる。 
　　□　大阪公立大学の管理するインキュベータ等施設に入居している場合、入居期間中のみ、登記面住所を該当施設内とすること
　　□　大阪公立大学主催のイベント、ホームページ等により本学発ベンチャーの事業内容に関する紹介を行うこと
　　□　知的財産権のライセンス等の対価の全部又は一部を新株予約権とすること
（本学が保有する知的財産権又は研究成果等について実施許諾を受けているもので、事前承認
を受けている企業に限る）
　　□　その他、学長が必要と認めること。
（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 便宜措置は行わないものとする。 

備考：  
以上

様式第５号（第９条第１項関係）
年　　月　　日
大　阪　公　立　大　学

学　長　　　様

（申請者：企業代表者）

商　号　

所在地　

代表者　職名・氏名
連絡先（電　話）
（E-mail）
事　業　報　告
　大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第９条第１項の規定により、事業報告をいたします。
記
１．主な製品、サービス
　記載してください。
２．業種　※該当する項目全てに☑をすること。
□IT（アプリ、ソフト）　　□IT（ハード）　　□バイオ・ヘルスケア・医療機器
□環境テクノロジー・エネルギー　　□化学・素材等自然科学分野（バイオ除く）
□ものづくり（ITハード除く）　　　□その他サービス
３．活動状況
直近の事業年度における活動状況について、技術面・事業面での成果・見通し、事業計画の達成状況、教員との連携状況等のポイントを踏まえて簡潔に記載してください。
４．提出書類　※該当する項目に☑をすること。
□直近の事業年度の決算書の写し
□その他、必要と認められるもの（届中の内容に変更等がある場合、添付してください）
※提出書類のうち、直近の事業年度の決算書の写しの提出は必須。
以上

様式第６号（第10条第１項関係）
大学発ベンチャー等企業 称号返還申出書
年　　月　　日
大　阪　公　立　大　学

学　長　　　様

（申請者：企業代表者）

商　号　

所在地　

代表者　職名・氏名
連絡先（電　話）
（E-mail）
大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第10条第１項の規定により、大阪公立大学発ベンチャー企業の称号の返還を申し出ます。
記

１．返還申出理由
２．返還希望日
以上

様式第７号（第11条関係）
称号付与取消通知書　
年　　月　　日
企業名

役職名・代表者名　様 

大 阪 公 立 大 学 

学 長　　
（ 公 印 省 略 ） 

大阪公立大学発ベンチャー企業取扱規程第11条の規定により、次のとおり通知します。 

記
　年　月　日をもって大阪公立大学発ベンチャー企業の認定及び称号を取り消す。
取消理由
□ 本学発ベンチャー企業としての企業活動の実態がなくなったため
□ 社会的信用を失墜する行為があったため
□ 第９条第１項に規定する事業報告を拒否したため
· 第９条第２項に掲げた事由に該当するため
□ その他の理由により、本学発ベンチャー企業としての称号付与を維持することが適当でないと判断されたため
以上
